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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

（学群）

○教育の成果に関する具体的目標の設定

教養教育、専門基礎教育及び専門教育における総合的な教育目標とその達成方法を表示する枠

組みである「筑波スタンダード」の基本設計を策定。

○卒業後の進路等に関する具体的目標の設定

①卒業後の進路は、社会の各分野において指導的役割を担う人材として企業、国・地方自治体

・各種団体等の公的セクター及び専門職への就職、並びに大学院への進学を目標とし、その

目標達成に向け、担当副学長の下にキャリア支援室を設置し、学生の進学、就職を支援。

②専門職に係る各種資格試験については、ガイダンスや模擬試験を実施するなど合格率の一層

の向上を目指し、特に、医師国家試験については、医学教育企画評価室の機能を活用し、合

格率９０％以上を維持。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策

「筑波スタンダード」に基づく教育の成果の検証方法の検討に着手。

また、教育の効果については、卒業生の追跡調査等、客観的な検証方法の検討に着手。

（大学院）

○修了後の進路等に関する具体的目標の設定

修了後の進路は、国際的に幅広く活躍できる研究者、高度専門職業人等を目標とし、その目

標達成に向け、担当副学長の下にキャリア支援室を設置し、学生の就職を支援。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策

教育の成果については、各教育組織における学位授与状況及び学生の公表論文数や学会発表

数等により検証。

教育の効果については、修了生の追跡調査等、客観的な検証方法の検討に着手。

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

（学群）

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策

担当副学長の下に入学室を設置し、入学者選抜全体を企画するとともに、各学群においては

多様な選抜方法により選抜を実施。

また、アドミッションセンターを設置して、アドミッションセンター入学試験及び入学者選

抜方法等の調査研究等を実施。

さらに、本学が求める学生確保のため、受験生のための説明会を全国及び地区別に３０回程

度開催。
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○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策

、 。担当副学長の下に学群教育室を設置し 全学の学群教育の基本に関する企画・立案等を実施

総合科目、国語、外国語、体育等の教養教育的な科目と専門教育的な科目のバランスを考慮

しながら、１年次から専門課程を履修するくさび型のカリキュラムを編成・実施。また、ＩＴ

技術力、英語運用能力及び国際理解力を養うための教育について 見直しの必要性の検討に着、

手。

○授業形態、学習指導法等に関する具体的方策

学問分野の特性、教育目的に応じて、講義、演習、実験、実習等、適切な授業形態を組み合

わせ、さらにマルチメディア機器の活用等、多様な学習指導法による教育を実施。

自然学類における物理学外書セミナーなど、少人数による授業を実施。

○教育の改善のための具体的方策

教育方法の改善のため、 の全学的な推進を図るとともに、密度の高い授業実践モデルの開FD
発を目指す。また、学務システムを利用した学生による授業評価を全学的に実施。

○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策

①期末試験、授業の出席状況、宿題への対応状況、レポート等の提出状況等、日常の学生の

授業への取り組みと成果を考慮した多元的な基準により、適切な成績評価を実施するとと

もに、単位制度の実質化を図るため、授業科目登録単位数の上限を設定。

②学習効果を高めるため、学期の中で授業科目を履修・完結させることなど、学期ごとの成績

評価を実施。

（大学院）

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策

担当副学長が入学者選抜全体を統括し、各研究科ごとに多様な選抜方法を企画・実施。

○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策

学問分野の特性や養成する人材に対応した多様な専攻編制による大学院を整備し、教育目的

に応じたカリキュラムを編成。

○授業形態、学習指導法等に関する具体的方策

①学問分野の特性、教育目的に応じて、講義、演習、実験、実習、セミナー、討論、プレゼン

テーション等、適切な授業形態を組み合わせ、実施。

②研究者養成においては、研究指導を重視し、高度専門職業人養成においては、事例研究、現

地調査、実習等、実践的で多様な授業を展開。

③コンピュータネットワークやビデオプロジェクター等を利用した授業を実施。

④専攻分野の特性に応じて、複数教員による教育研究指導を推進。

⑤国際化に対応した英語による授業を実施。
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○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策

課題への対応状況、日常の学生の授業への取組状況及び各種発表活動を考慮した適切な成

績評価を実施。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

○基本的な組織の編制方策

（学群）

①別表のとおり学群及び学類を設置。

②担当副学長の統括の下、学生募集、学群教育、学生生活、進学・就職等の企画・立案を行う

ため、入学室、学群教育室、学生生活支援室、キャリア支援室を設置。

③情報教育設備の充実や附属図書館の電子化の推進を図り、教育に効果的に利活用。

④外国語、保健管理、体育、留学生支援等に関する業務については、それぞれ専門のセンター

を設置して全学共通的に対応。

（大学院）

、 。担当副学長の統括の下 大学院博士課程及び修士課程の各研究科に別表のとおり専攻を設置

（学系）

新たに設置する看護科学系を含め、２８の学系を設置。

○適切な教職員の配置等に関する具体的方策

①各学群、各研究科の特質と学生定員を踏まえ、教職員を適切に配置。

②授業形態、受講者数等に応じ、教育の効果を上げるため、また、大学院生に教育経験の機会

を提供するため、ＴＡを効果的に配置。

○教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策

①学術情報処理センターと教育機器センターの統合による学術情報メディアセンターを平成１

６年４月１日付けで設置し、情報技術による積極的な教育支援及び学術情報発信の支援体制

を整備。

②図書館は、図書、雑誌、電子媒体等を系統的に収集整備し提供するとともに、電子化の推進

により電子的に発信される学術情報を拡充し、和装古書等の遡及入力を計画的に推進。

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策

教育活動の評価のため、各組織に関する評価システムを構築。

また、教員個人にあっては教育活動実績を収集・管理・公開するための教員情報システムの

構築に着手。

、 、 、 、さらに 学群教育室において 教育方法改善についての企画・立案 活動を実施するほかFD
学務システムを活用した学生による授業評価の新たなシステム開発の検討に着手。
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○教材、学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策

の全学的・組織的推進を指向するとともに、密度の高い授業実践モデルの開発を目指したFD
プロジェクトによる相互研修型 を実施。FD

○学内共同教育等に関する具体的方策

①外国語、保健管理、体育、留学生支援等に関する業務については、それぞれ専門のセンター

を設置して全学共通的に実施。

②全学共通科目として外国語、体育、情報処理等の科目を開設する他、学群・学類の教育目的

に沿った教養的科目として、学生の所属学群の区別なく履修できる総合科目を開設。

○学群、大学院の教育実施体制等に関する特記事項

①担当副学長を置き、学群、大学院における教育を統括。

②学群と大学院は異なる編制により設置。

③平成１６年４月１日付けで物質･材料研究機構との連携による物質･材料工学専攻を設置。ま

た、筑波研究学園都市の研究機関との連携による専攻の更なる整備の検討に着手。

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策

①担当副学長が学生への支援業務を統括。

②学務システムを教育に積極的に活用するため、システム機能の整備・拡充を実施。

③全学的体制の下、障害を持つ学生に対する支援の企画、立案、実施及び啓発を行う。

○生活相談・就職支援等に関する具体的方策

①学生生活支援室を設置して学生のメンタルヘルス、生活相談、進路相談等、学生生活全般を

支援。

特に、精神衛生相談、学生相談については、保健管理センターに専門スタッフを配置してカ

ウンセリングを実施。

②各学類等にクラスを設けクラス担任教員を置き、学生の学修その他学生生活全般に対する指

導助言を実施。なお、大学院生についても学群と同様の学生の意向反映方法についての検討

に着手。

③キャリア支援室を設置し、学生の進学・就職支援等の企画・立案を実施。また、就職ガイダ

ンスについては、新たに４年次の学生を対象としたフォローアップガイダンスを実施。

さらに、インターネットを利用した就職情報システムにより、就職情報を迅速に提供すると

ともに、就職関係の各種届出にも活用。

④保健管理センターは、学生及び教職員の心と身体の健康管理について専門的な支援を実施。

○経済的支援に関する具体的方策

経済的理由により納付が困難であり、かつ、学業が優秀な学生に対する入学料、授業料及び

寄宿料減免制度を創設。
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○社会人・留学生等に対する配慮

①大学院においては、社会人に対し、入学試験における社会人特別選抜制度や授業の昼夜開講

制を導入。

②留学生センターにおいて、留学生（外国人学生を含む）に対する宿舎の確保等の各種支援、

日本語教育、各種相談指導、地域社会との交流、短期交換留学等の充実とその支援を実施。

○キャンパスライフの充実

①課外活動連絡会等の活用により大学と学生との意思疎通を深め、また、課外活動団体リーダ

ー研修会を実施し、課外活動を活性化。

②福利厚生施設及び学生宿舎の整備計画の検討に着手。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○目指すべき研究の方向性

「教育・文化立国 「科学技術創造立国」を目指す我が国の諸施策を踏まえつつ、新しい学」、

問領域を拓く研究及び社会・経済・文化の発展に貢献できる研究を推進。

○大学として重点的に取り組む領域

２１世紀 プログラムに採択となっている研究拠点における研究活動を一層推進。COE

○成果の社会への還元に関する具体的方策

①産学リエゾン共同研究センターを中心に、技術移転機関を活用した積極的な技術移転及び大

学発ベンチャー創出を支援。

なお、産学リエゾン共同研究センターにおいて、技術移転、ベンチャー設立の可能性の高い

共同研究について、年間６件程度を学内公募プロジェクト方式により支援。

②研究者の活動を収集・管理・公開するシステムについて、試行可能な組織から導入。

○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策

研究の水準・成果の検証を適切に行う方策についての検討に着手。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

○適切な研究者等の配置に係る具体的方策

①各研究科の学生定員を踏まえ、必要な教職員を配置。さらに、センター等に必要な教職員を

配置。また、教員定員の一部については任期制を導入。

。②日本学術振興会特別研究員等の受入れ及び外部資金による若手研究者の雇用を積極的に促進

③ や博士特別研究員等を効果的に配置。RA

○研究資金の配分システムに関する具体的方策

①研究資金確保のため、外部資金等、競争的研究資金獲得の奨励活動を実施。
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②間接経費等大学全体の共通経費は、大学全体の研究環境及び研究支援環境の改善や戦略的計

画に投入。

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

①大学として重点を置く研究分野及び競争的研究資金を獲得した研究分野に対応する研究設備

を中心に整備。

②研究用設備の実態調査を実施し、計画的な整備計画を策定。

③総合研究棟における全学共用スペースを効率的に運用。

○知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策

①知財統括本部の機能を整備し、知的財産の創出・取得・管理・活用までを一体的に行い、知

的財産の活用を通じて研究成果を社会に還元。

②新たな職務発明規則を制定するとともに、発明補償制度を創設。

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策

組織に対する評価システムを構築。また、教員個人にあっては、研究活動実績を収集・管理

・公開するための教員情報システムの構築に着手。

○全国共同研究に関する具体的方策

①全国共同利用施設として、平成１６年４月１日付けで計算科学研究センターを設置し、研究

環境を整備。

②プラズマ研究センターを設置し、大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所

との連携を強めて双方向型共同研究等を推進。

○学内共同研究等に関する具体的方策

①先端学際領域研究センター、遺伝子実験センター、大学研究センター、教育開発国際協力研

究センター等、学内共同研究センターを設置し、学内関連組織及び学外関連機関との連携を

図り、それぞれの領域の研究を一層推進。

②産学リエゾン共同研究センターを中心として産学官共同研究支援を推進。また、平成１６年

４月１日付けで学術情報メディアセンターを設置し、学術情報サービスを充実。

③北アフリカ地域の学際的・総合的研究体制を整備するため、平成１６年４月１日付けで北ア

フリカ研究センターを設置。

④研究・実験の基礎となる研究支援体制を統合・整備するため、平成１６年４月１日付けで研

究基盤総合センターを設置。

○大学院・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項

①担当副学長を置き、研究実施体制を統括。

②期限付き課題設定型の特別プロジェクト研究組織の設置や各種プロジェクト研究による研究

費・研究スペースの重点配分等の方法により、研究を推進。
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③研究科等からの要請による教員審査、個人及び組織の業績評価を行うほか、大学の発展に資

する企画提言機能を必要に応じて発揮する組織として学系を設置。学系は、専門的な学問分

野を同じくする教員で構成。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置

○地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策

①自治体のニーズや意見を収集する体制を整備し、茨城県、つくば市等との連携による地域貢

献事業を実施。また、社会のニーズを捉えた公開講座を実施。

②図書館では、学外者に対する閲覧、複写サービス提供の他、展示会など図書館公開事業を実

施。また、体育センターにおいては、地元自治体やスポーツ団体等に施設を積極的に開放。

○産学官連携の推進に関する具体的方策

産学リエゾン共同研究センター、知的財産委員会、ベンチャービジネスラボラトリー、研究

事業部及び東京リエゾンオフィス等から構成される知財統括本部の機能を整備し、産学官にお

ける共同研究の推進、知的財産の保護、産業界への技術移転を推進。

○国公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策

①筑波研究学園都市における中核的な大学として、連携大学院方式等を通じて、地域の各種研

究機関との連携を推進。

②図書館職員長期研修など学内外の教育関係機関等の教職員を対象とした研修会等を実施。

、 。③ビジネス科学研究科において 大阪大学等と協力して を利用した合同授業を企画･実施SCS

○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策

国際交流を所掌する副学長の統括の下、国際交流協定の質的充実及び協定校数の増を図ると

ともに、国際共同研究を推進。

また、留学生センターは留学生交流の具体的方策を企画・実施。

○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策

①教育開発国際協力研究センター及び農林技術センター等において、国際協力機構及びユネス

コ等を通じた開発途上国等への専門家の派遣及び招へい並びにセミナー等の開催、国際共同

研究を積極的に推進。

②北アフリカ研究センターを設置し、北アフリカ地域への多方面からの支援方策を学術的に研

究。

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

○医療サービスの向上に関する具体的方策

①専門外来の充実、診療予約制度の改善の推進。

②クリティカルパスの導入を拡大し、更に診療の標準化とチーム医療を推進。

、 。③ボランティアの受入れを拡大し 患者満足度の向上を図るための患者サービスの検討を実施
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④患者給食部門を特殊診療施設として設置。

○良質な医療人養成の具体的方策

①卒後臨床研修において、全人的医療人の養成と専門医養成のための必要な教育プログラムの

構築を図る。

（ ） 。②研修医臨床実習を支援するため院内に臨床技能実習システム スキルスラボ の構築を図る

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策

①学内の他分野や地域の研究機関と連携して、高度で先端的な医療の研究・開発を積極的に進

めていくため、遺伝子診断・治療の対象疾患の拡大を図る。

②陽子線医学利用研究センターと協力して陽子線治療を推進していくとともに、高度先進医療

の承認件数の増を目指す。

③治験管理室を改組し、受入体制の整備を図るとともに、医師・医療機関が主体となって行う

臨床研究について取り組む。

○経営の効率化に関する具体的方策

①病床稼働率（８７％）の維持・向上、手術室の有効活用、 等の施設の整備並びに地域医NICU
療連携の充実等による病院収入の増を図る。

②物流管理システムの構築や機器の共通管理を図り、病院資源の効率的な予算執行を推進。

③診療情報や経営情報等の院内情報について収集、分析を行う体制の整備を図る。

④病院内の人的・物的資源の合理的配分が可能となるよう院内の各組織の有機的な再編成を図

る。

⑤診療グループ単位ごとに最低病床数を設定し、各診療グループの責任において病床稼働率の

目標値の維持・向上を図り、併せて柔軟な病床の運用を実施。

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策

①診療体制の必要性に応じた柔軟な教職員配置ができるよう、病院長に教職員配置の裁

量権を付与。

②外部委託を含む経営的、効率的な面を考慮した業務の見直しと、機動的かつ弾力的な人事配

置を可能とするための専門医療技術系職員及び事務系職員を一元的に所属させる部門の整備

について検討。

③段階的症度別看護体制（ ）を見直し、看護師の弾力的な配置を検討。PPC

○管理運営等に関する具体的方策

① の取得を図り、それらを基に病院の管理運営の改善・促進を図る。ISO9001
②病院長の権限・責任を明確にし、管理運営体制を強化。

③予算の範囲内において医療機器の更新及び先端医療の提供に必要な医療機器の新規導入を図

る。

④カルテ、看護記録等の診療情報の電子化や地域医療機関とのオンライン情報交換の実現を図

る。
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○附属病院の整備

平成１６年４月１日付けで周産期総合医療センターを設置するとともに、それ以外の診療部

門や診療支援部門等の整備を図る。

（３）附属学校等に関する目標を達成するための措置

○学校運営の改善に関する具体的方策

附属学校の管理機関として、平成１６年４月１日付けで附属学校教育局を設置。

○大学との連携・協力の強化に関する具体的方策

大学の教育・研究組織と附属学校との連携を図るため、附属学校教育局に「大学・附属学校

連携委員会」を設置し、さらに、各附属学校・学校グループ毎に ｢連携小委員会」を設置。

○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策

特色ある選抜方法の工夫や入学定員の見直しなどの検討に着手。

○公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策

教職員の研修の充実に努めるとともに、公立学校や他の国立大学法人附属学校及び本学附属

学校間の人事交流を促進。

○附属学校の整備

①附属学校が持つ教育や指導上の経験、専門教育方法を活用し、特別支援教育研究を推進する

ため、平成１６年４月１日付けで特別支援教育研究センターを設置。

②附属学校教員等の適切な配置を図る。

③幼児児童生徒の安全確保のために警備員の配置及び監視カメラを設置。

④附属学校の安全対策マニュアルを作成・配付するとともに、さらに引き続きマニュアルを検

証し、必要に応じ内容の改訂を実施。

○理療科教員の養成に関する具体的方策

盲学校の理療の教科を担当する教員養成のため、理療科教員養成施設を設置。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策

①本部は大学全体としての経営機能を持ち、部局は教育研究に関わる業務執行機能を担うよう

に組織を再編。

②総務、組織、人事、財務、学群、学生、大学院、研究、産学連携などの業務を担当する副学

長を置き、その下に教員及び職員による副学長補佐を置き、副学長の業務を補佐。

また、学長直属の学長特別補佐を置き、特命事項を担当。

③学長直属の調整官を置き、本部部内又は本部部局間の連絡調整を実施。
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○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策

①教育、研究及び学生生活の各審議会を廃止し、経営協議会、教育研究評議会、担当副学長、

各部局等に権限を移管。

②機動的運営を図るため、大学運営上の重要事項を審議する運営会議を新たに設置。

③部局の管理運営、教育研究等の基準・指針等の協議、その他本部・部局間の連絡調整、意思

疎通のため、本部・部局連絡会議を設置。

④諸会議に要する延べ所要時間( ）の削減に向けた業務の効率化の検討に着手。man-hour
⑤附属学校の管理機関となる附属学校教育局は、各附属学校における組織、教育課程、児童・

生徒の在籍、教職員人事、施設等を管理。

○研究科長等を中心とした機動的・戦略的な研究科等運営に関する具体的方策

①研究科の効率的な運営を図るため、教員会議で審議すべき事項を整理し、審議事項の一部を

運営委員会に委託。

②博士課程研究科は、効率的な運営を図るため、研究科長と専攻長の役割分担を明確にし、ま

た、研究科長の補佐を置き、より機動的・戦略的に運営。

③博士課程研究科長の下に、事務等職員による支援室を設置し、当該研究科及び関係する学群

等の教育研究等を支援。

○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策

事務等組織を、担当副学長を補佐する本部管理部門、附属病院や留学生関係業務等を行う業

務部門及び研究科長等を補佐する教育研究支援部門に再編。

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策

①教職員の重点配置及び効率的配置を目的とした、新たな教職員定員管理の仕組みを構築。

②予算配分に当たり、運営費交付金の一定率を大学全体の共通経費として留保するとともに、

外部資金獲得に伴う間接経費は大学全体の共通経費として留保。

③一部のスペースについて、使用料、光熱水料の利用者負担を導入。

④本部は、留保された予算を大学全体の教育研究環境の維持・向上及び戦略的計画に投入。

○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策

必要に応じて有資格者をコンサルタントとして活用することの検討に着手。

○内部監査機能の充実に関する具体的方策

監事を補佐するため監査室を設置し、日常的、定期的に内部監査を実施。

○国立大学法人間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策

近隣の大学間等で事務職員等の人事交流・職員研修等を共同で実施。
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○情報システムの整備

①スーパー やつくば などの学外の高速ネットワークとの接続による情報通信基盤SINET WAN
の整備、論文引用度データベースやオンラインジャーナル等の学術情報サービスの提供、電

子図書館等の充実により情報環境を整備。

②学務システムを教育に積極的に活用させるため、機能の整備・拡充を図る。

また、教員の活動実績を収集・管理・公開するための教員情報システムの構築に着手。

③全学的な経営情報システムの開発・整備について検討に着手。

２ 教育・研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

○教育・研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策

①各部局は、新たな教育・研究組織の設置や整備、又は再編等について本部に要求。本部は、

教育研究上の効果、財政負担、要求組織の評価等を総合的に勘案して意思を決定。

②教職員の重点配置及び効率的配置を目的とした、新たな教職員定員管理の仕組みを構築。

○教育・研究組織の見直しの方向性

[学群]

学群の改組再編計画の検討に着手。

［大学院］

①博士課程において、教育研究分野の特性等に応じて、必要な分野については５年一貫の課程

から区分制の課程に移行。

②修士課程においては、分野別の必要性に応じて、一部を博士課程と統合。

③研究の進展や社会的要請等を踏まえ、必要に応じ、新たな領域に専攻を整備するとともに、

既存の専攻についても拡充を進める。

④筑波研究学園都市の研究機関等と大学院における教育研究面での連携を推進。

平成１６年度に行う組織の見直しの具体的内容は以下のとおり。

（人文社会科学研究科）

・歴史・人類学専攻及び社会科学専攻の入学定員増。

（ビジネス科学研究科）

・企業科学専攻の入学定員増。

（数理物質科学研究科）

・５年一貫制博士課程から区分制博士課程への転換。併せて、数物分野、応物分野、物質分野

関連専攻前期課程の入学定員増。

・物質・材料研究機構との連携による物質・材料工学専攻を設置。

・上記に関連して、理工学研究科の一部との統合を含めた専攻を再編。

（人間総合科学研究科）

・先端応用医学専攻、分子情報・生体統御医学専攻及び社会環境医学専攻の入学定員増。

（理工学研究科）

・理工学諸分野の拡充を目指して、理工学研究科の一部を数理物質科学研究科と再編。
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(芸術研究科)

・新たに世界遺産学に関する修士の学位を授与する世界遺産専攻を設置。

［学系］

看護科学系を設置。

［センター］

・計算物理学研究センターと関連する分野を統合し、全国共同利用施設の計算科学研究センタ

ーに改組。

・学術情報処理センターと教育機器センターの統合による学術情報メディアセンターを設置。

・加速器センター、低温センター、アイソトープセンター、分析センター、工作センターの統

合による研究基盤総合センターを設置。

・北アフリカ地域に関する総合的分野の研究を行う北アフリカ研究センターを設置。

・特別支援教育の実践的教育研究を行う特別支援教育センターを設置。

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

○人事評価システムの整備、活用に関する具体的方策

①担当副学長を置き、教職員の人事を統括。

②教員については、活動実績を収集・管理・公開するための教員情報システムの構築に着手。

③職員については、定期的に職務評価を実施。

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策

①教員の任用については、各部局による審査に基づき、教育研究評議会の下に設置される任用

部会で選考。

②勤務時間は職種に対応した制度を導入。

③兼職・兼業については、基本的ルールを定めた上で、規制を大幅に緩和。

○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策

公募制による教員人事を推進し、一部の組織に任期制・テニュア制の導入について検討に着

手。

○外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策

外国人・女性等に配慮した職場環境の改善に関する検討に着手。

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策

採用：国家公務員試験合格者からの選考に代わる新たな選考方法により実施。

養成：階層別研修及び業務部門に応じた研修を実施。

人事交流：他機関との人事交流を維持。
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○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

教職員の重点配置及び効率的配置のため、本部において一定の教職員定員流動化率を設定す

る新たな教職員定員管理の仕組みを構築。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○事務等組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策

①平成１６年４月１日から事務等組織を、本部管理部門、業務部門、教育研究支援部門に再編

し、各担当副学長又は部局の長の下に設置。

②会議体組織数や資料作成業務を削減するなど、業務処理の効率化に向けた検討に着手。

③学長直属の調整官を置き、本部部内又は本部部局間の連絡調整を実施。

④業務の情報化推進のため、職員の情報研修を実施。

○複数大学による共同業務処理に関する具体的方策

事務職員等の採用試験、研修の企画・実施等、共同業務処理を促進。

○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策

業務の性質、経費、人事管理等の面から多角的に分析したうえで、業務のアウトソーシング

を推進。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

○科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策

①担当副学長を置き、外部資金獲得全体について統括。

②知財統括本部の機能を整備し、学内シーズの発掘、企業ニーズとのマッチングを推進するこ

とにより、共同研究及び受託研究の件数の増加を図る。

③科学研究費補助金については、申請率の高い理工系・医学分野等では1人複数件数の申請を奨

励するとともに、申請率の低い分野においてはなお一層の申請を促進するなど、大学全体の

申請率の引き上げを図る。

○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策

①学群及び大学院において魅力ある教育を推進し、志願者及び入学者を常に安定確保すること

により、安定した収入を維持。

②附属病院は、病床稼働率の向上、手術室の効率的利用、平均在院日数の短縮等を実施するこ

とによる病院収入の増を目指す。

③多様な競争的外部資金の獲得に組織的に取り組む。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○管理的経費の抑制に関する具体的方策

担当副学長が財務関係全体を統括し、管理経費の抑制についての具体的方策を検討の上、実

施。
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３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策

①保有財産については管理規則を定め、適正な管理体制を構築。

②資産の管理・有効利用については、担当副学長が統括し、その効率的・効果的運用を図るた

めの方策の検討に着手。

③余剰資金の効率的運用を図るため、運用規則等を定め運用体制を整備。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

○自己点検・評価の改善に関する具体的方策

①担当副学長を置き、自己点検・評価全体について統括。

、 。②組織のアクティビティーを高め 教育研究の活性化を目指す新たな組織評価システムを構築

○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策

部局等の評価結果に基づき、担当副学長が部局等に対し助言することにより、当該組織の活

動の見直し・改善につなげるシステムを構築。

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

○大学情報の積極的な公開・提供に関する具体的方策

情報公開法に基づく適切な情報公開を行うとともに、個人情報の保護に努める。

○大学情報の積極的な広報に関する具体的方策

①広報に関し一元的に対応するとともに、各部局における情報を集約・発信する体制を整備。

②広報コーナーの充実。

③既存広報誌の見直しに着手。

④教員の専門分野、教育・研究実績等をデータベース化し、 による公開を図るためのシスWeb
テムの構築に着手。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

○教育研究等の質の向上について必要となる施設設備の整備に関する具体的措置

①施設設備の維持管理及び整備を統括する担当副学長の下、施設の老朽改修及び陳腐化した設

備等の改善整備のための検討に着手。

②教育研究及び学内外との幅広い交流を目的とした総合交流会館の建設を推進。

○必要となる施設設備の新たな整備手法に関する具体的措置

①生命科学動物資源センターの施設整備等事業については、 事業として確実に推進。PFI
②共用スペース利用者からの使用料及び光熱水料等により確保された資金による施設整備を実

施。



- 15 -

○施設設備の有効活用及び維持管理に関する具体的方策

キャンパスマネジメントシステムによる既存施設設備の利用状況調査を効果的に利用。

また、総合研究棟及び体育総合実験棟に全学共用スペースを設置。これらのスペースへの移

転後の跡スペースも共用スペースとし確保し、施設・設備の有効活用を推進。

○その他施設設備に関する特記事項

①借上用地の早期取得を図る。

②東京キャンパスについて、全学的見地から施設設備の有効活用を図る方策の検討に着手。

③学外商用施設等の活用の検討に着手。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

○安全管理・事故防止に関する具体的方策

①安全管理全体を統括する担当副学長の直属の組織として、安全・環境管理等に関する業務を

一元的に管理する環境安全管理室を設置。

、②全学的な基本方針や重要事項の審議等を行う環境・安全衛生管理委員会を設置するとともに

同委員会の下に専門性に基づくより実践的な審議・検討機関として部会（環境保全、防災対

策、全学放射線管理、組換え 実験安全、バイオセーフティ、動物実験管理）を設置。DNA
③事業場別安全衛生管理体制の整備を図るため、衛生管理者等の有資格者を選任し、各事業場

における管理体制を確立。

また、各事業場に安全衛生委員会等を設置。

④安全管理の実効性を確保するため、安全管理巡視、安全管理教育、防災訓練等を実施すると

ともに、事故防止等マニュアルを整備。

○学生の安全確保等に関する具体的方策

①「安全管理の手引き」を学生全員に配付し、実験・実習時などにおける学生の事故防止等に

努める。

②駐車場や通行上の危険箇所の整備等による交通環境を整備するとともに、交通指導やリーフ

レットの配布等による交通安全教育を推進。

③学生の生命に関わる危険やトラブルを防止するため、安全意識の涵養を図ることを目的とし

た冊子の作成や各種刊行物を配付し、学生への注意喚起を実施。

○附属学校の安全管理に関する具体的方策

①幼児児童生徒の安全確保のために、警備員を配置し、監視カメラを設置。

②附属学校の安全対策マニュアルを作成・配付するとともに、引き続きマニュアルを検証し、

必要に応じ内容の改訂を実施。

○危機管理に関する具体的方策

危機管理を担当する副学長の統括の下、予防対策の徹底と危機認識の際の情報伝達及び迅速

に対応可能な体制を整備。
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

○短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１０６億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入

れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

・該当なし

Ⅸ 剰余金の使途

○決算において剰余金が発生した場合は、

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

・小規模改修 総額 施設整備費補助金（ ）4,309
４，３０９

・筑波団地 土地購入

・生命科学動物資源センター

施設整備等事業（ ）PFI

・池尻、坂戸団地校舎等改修

・西地区学生寄宿舎改修

・災害復旧工事

（注）金額は、見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や、

老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。
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２ 人事に関する計画

○人事に関する計画

１ 任期制を導入している組織以外の組織への任期制・テニュア制の導入を図る。

２ 教員の任用の基本方針を定め、公募制の一層の拡大、外国人教員及び女性教員の採用の促

進を図る。

３ 教育・研究の要請を踏まえた教職員の配置を行う。

４ 他の国立大学法人等との職員の人事交流を行い、優秀な人材の確保・育成を行う。

５ 職員の専門性及び意識向上を図るため、研修の充実を図る。

（参考１） 平成１６年度当初の常勤職員数 ３，７８７人

また、任期付職員の見込みを ２１３人とする。

（参考２） 平成１６年度の人件費総額見込み ４１，２３２百万円

３ 災害復旧に関する計画

平成１６年１２月に発生した暴風により被災した施設の復旧整備をすみやかに行う。
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年度計画 別表

第一学群 人文学類 ４８０人

社会学類 ３４０人

自然学類 ８００人

第二学群 比較文化学類 ３２０人

日本語・日本文化学類 １６０人

人間学類 ４８０人

生物学類 ３２０人

学 生物資源学類 ５００人

第三学群 社会工学類 ４８０人

国際総合学類 ３２０人

情報学類 ３２０人

群 工学システム学類 ５２０人

工学基礎学類 ５００人

医学専門学群 医学類 ５９５人

（うち医師養成に係る分野 ５９５人）

看護・医療科学類 ２１４人

体育専門学群 ９６０人

芸術専門学群 ４００人

図書館情報専門学群 ６６０人

人文社会科学研究科 哲学・思想専攻 ３０人（博士課程）

歴史・人類学専攻 ５４人（博士課程）

文芸・言語専攻 １０６人（博士課程）

現代文化・公共政策専攻 ５６人（博士課程）

社会科学専攻 ４９人（博士課程）

国際政治経済学専攻 ５０人（博士課程）

ビジネス科学研究科 企業科学専攻 ６１人（後期課程）

大 経営システム科学専攻 ６０人（前期課程）

企業法学専攻 ６０人（前期課程）

数理物質科学研究科 数学専攻 ７２人

うち前期課程 ２４人

学 ５年一貫課程 ４８人

物理学専攻 １２０人

うち前期課程 ４０人

５年一貫課程 ８０人

化学専攻 ８７人

院 うち前期課程 ３４人

５年一貫課程 ５３人

物質創成先端科学専攻 １０２人

うち前期課程 ３８人

５年一貫課程 ６４人

電子・物理工学専攻 １０７人

うち前期課程 ５０人

５年一貫課程 ５７人
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物性・分子工学専攻 １１０人

うち前期課程 ５４人

５年一貫課程 ５６人

物質・材料工学専攻 ６人（後期課程）

システム情報工学研究科 社会システム工学 ９０人（博士課程）

計量ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 ３０人（博士課程）

リスク工学専攻 ４０人（博士課程）

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ専攻 １１５人（博士課程）

知能機能システム専攻 ８５人（博士課程）

構造エネルギー工学専攻 ７０人（博士課程）

生命環境科学研究科 地球環境科学専攻 ３５人（博士課程）

地球進化科学専攻 ３０人（博士課程）

構造生物科学専攻 ２５人（博士課程）

情報生物科学専攻 ６５人（博士課程）

生命共存科学専攻 ７５人（博士課程）

大 国際地縁技術開発科学専攻 ９５人（博士課程）

生物圏資源科学専攻 ９０人（博士課程）

生物機能科学専攻 ９０人（博士課程）

人間総合科学研究科 教育学専攻 ４０人（博士課程）

学 学校教育学専攻 ３０人（博士課程）

心理学専攻 ４０人（博士課程）

心身障害学専攻 ４０人（博士課程）

ﾋｭｰﾏﾝ･ｹｱ科学専攻 ７２人（博士課程）

感性認知脳科学専攻 ５２人（博士課程）

院 スポーツ医学専攻 ３２人（博士課程）

先端応用医学専攻 ４５人（博士課程）

分子情報･生体統御医学専攻 ４５人（博士課程）

病態制御医学専攻 ４４人（博士課程）

機能制御医学専攻 ３２人（博士課程）

社会環境医学専攻 ３７人（博士課程）

体育科学専攻 １００人（博士課程）

芸術学専攻 ３５人（博士課程）

図書館情報メディア研究科 図書館情報メディア専攻 １３７人

うち前期課程 ７４人

後期課程 ６３人

地域研究研究科 地域研究専攻 １００人（修士課程）

教育研究科 障害児教育専攻 ７０人（修士課程）

教科教育専攻 １８０人（修士課程）

カウンセリング専攻 ９２人（修士課程）

経営・政策科学研究科 経営・政策科学専攻 １００人（修士課程）

理工学研究科 理工学専攻 ３０１人（修士課程）

環境科学研究科 環境科学専攻 ２０４人（修士課程）

バイオシステム研究科 バイオシステム専攻 １２０人（修士課程）

医科学研究科 医科学専攻 ６０人（修士課程）
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体育研究科 体育方法学専攻 ６０人（修士課程）

コーチ学専攻 ６０人（修士課程）

健康教育学専攻 ６０人（修士課程）

スポーツ健康科学専攻 ６０人（修士課程）

ｽﾎﾟｰﾂ健康ｼｽﾃﾑ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 ４８人（修士課程）

芸術研究科 美術専攻 ５０人（修士課程）

デザイン専攻 ５０人（修士課程）

世界遺産専攻 １５人（修士課程）

医療技術短期大学部 看護学科 ８０人

衛生技術学科 ４０人

附属小学校 ９６０人

学級数 ２４

附 附属中学校 ６００人

学級数 １５

附属駒場中学校 ３６０人

学級数 ９

属 附属高等学校 ７２０人

学級数 １８

附属駒場高等学校 ４８０人

学級数 １２

学 附属坂戸高等学校 ４８０人

学級数 １２

附属盲学校 ２５２人

学級数 ３７

校 附属聾学校 ２８７人

学級数 ４３

附属大塚養護学校 ７６人

学級数 １３

附属桐が丘養護学校 １９２人

学級数 ３３

附属久里浜養護学校 ５４人

学級数 １８
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（別紙）予算、収支計画及び資金計画

１．予 算

平成１６年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 ４２，２１４

施設整備費補助金 ４，３０９

船舶建造費補助金 ０

施設整備資金貸付金償還時補助金 ６８

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０

自己収入 ２３，５５０

授業料及入学金検定料収入 ９，３７６

附属病院収入 １３，４１０

財産処分収入 ０

雑収入 ７６４

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 ２，５４０

長期借入金収入 ０

計 ７２，６８１

支出

業務費 ６４，５０２

教育研究経費 ３８，９５９

診療経費 １２，１４７

一般管理費 １３，３９６

施設整備費 ４，３０９

船舶建造費 ０

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 ２，５４０

長期借入金償還金 １，３３０

計 ７２，６８１

[人件費の見積り]

期間中総額 ３８，３２６百万円を支出する （退職手当は除く）。

注）退職手当については、国立大学法人筑波大学退職手当規程に基づいて支給することと

する。

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、

長期借入金収入は 「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。、

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄付金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等に

より行われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。
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２．収支計画

平成１６年度 収支計画

（単位 百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用 ６９，２１９

業務費 ６９，２１９

教育研究経費 １０，３２９

診療経費 ７，０９４

受託研究費等 １，７９７

役員人件費 １９７

教員人件費 ２７，３１０

職員人件費 １３，７２５

一般管理費 ５，７７５

財務費用 ３５３

雑損 ０

減価償却費 ２，６３９

臨時損失 ０

純損失 ７２

収入の部

経常収益 ６９，１４６

運営費交付金 ４１，５０９

授業料収益 ７，７１２

入学金収益 １，３１９

検定料収益 ３４６

附属病院収益 １３，３２８

受託研究等収益 １，７９７

寄附金収益 ７１５

財務収益 ０

雑益 ７６４

資産見返運営費交付金戻入 １０７

資産見返寄付金戻入 ５

資産見返物品受贈額戻入 １，５４４

臨時利益 １

純利益 ０

総利益 ０

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成１６年度 資金計画

（単位 百万円）

区 分 金 額

資金支出 ７４，４３５

業務活動による支出 ６６，２２７

投資活動による支出 ５，１２４

財務活動による支出 １，３３０

翌年度への繰越金 １，７５４

資金収入 ７４，４３５

業務活動による収入 ６８，３０４

運営費交付金による収入 ４２，２１４

授業料及入学金検定料による収入 ９，３７６

附属病院収入 １３，４１０

受託研究等収入 １，７９７

寄付金収入 ７４３

その他の収入 ７６４

投資活動による収入 ４，３７７

施設費による収入 ４，３７７

その他の収入 ０

財務活動による収入 ０

前年度よりの繰越金 １，７５４

[注]施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交

付事業に係る交付金を含む。

[注]前年度よりの繰越金には、奨学寄附金に係る国からの承継見込み額（１，７５４百万

円）が含まれている。


